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要旨 

 

iPS 細胞の樹立、有機 EL 材料の開発等、大学での研究開発から生まれた特許がアメリカや欧州を始めとして世界中で

成立し、かつ数兆円規模の市場を生み出すことも稀ではない。研究開発に端を発する特許は大きな富を産み得るもので

あり、産業の発展にとって非常に重要な要因となっている。その研究に必要不可欠な財政的支援として、主に国が支給

する大学運営交付金と競争的資金の二つがある。近年は交付金予算や私立大学助成金が削減される一方、競争的資金に

重点配分が行われている。競争的資金の中でも科学研究費補助金（科研費）は最も大きなものであり、その額は 2011

年度で年間 2633 億円にのぼる。しかしながら、日本の競争的資金はアメリカ等先進諸国と比較すると非常に少額である。

限られた研究資金の中で成果を出すためには、特許に繋がる可能性の高い研究に科研費をより多く配分していくべきだ

と考える。 

科学技術政策的観点から、大学研究に投じられた資源に対する効果を測る指標として、元来は論文の産出数や被引用

数が利用されてきた。研究成果をどう捉えるかに関しては様々な議論がなされてはいるものの、我々は科学研究費補助

金データベースから得られる特許の取得状況に注目した。科研費が配分される分野の中でも化学、工学に次いで特許取

得割合が高い複合新領域の先端研究（ナノ・マイクロ科学、生物分子科学、ゲノム科学）に絞り、この分野の研究成果

要因を分析することで、特許につながる研究とはどういうものかを明らかにした。特許取得に影響を与える要因を調べ

るために、所属、分野の多様性、研究構成人数、代表者所属機関から成る「構成要因」、科研費配分額から成る「経済的

要因」、研究期間から成る「時間要因」の 3 つに分類し、プロビット・モデルを用いて回帰分析を行った。 

 分析の結果、長期間にわたる研究、多様な分野の研究者からなる研究において、研究成果が特許という形で表れるも

のが多いことが分かった。すなわち、学際研究は特許を生む可能性が高く、学際研究を推進することは日本の産業の発

展にも繋がるといえる。 

 その結果を踏まえ、我々は現行の科研費の審査制度に関して「研究進捗評価の見直し」、幅広い研究を目指した「研究

者人材ネットワークの拡充」という提言を行い、学際研究の推進を目指す。
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Ⅰ はじめに 

 

「特許」―この言葉を聞いて何を想像するだろう。い

わゆる中国の「パクリ」問題、iPhone のデザインを巡る

問題、iPS 細胞に関する世界規模での特許の成立等々、

特許が産業に対して大きな影響を与えているといっても

過言ではない。 

特許とは発明の保護及び利用を図ることにより、発明

を奨励し、産業の発達に寄与することを目的とするもの

である。したがって、研究開発によって生まれた特許は、

産業との結びつきが強く、大きな富を生み得るものであ

るといえる。その特許を生む基盤となっているのが―

我々学生にとって身近な―大学で行われる数多くの研究

である。研究を行う際の財政的支援としては、大学運営

費交付金と競争的資金がある。運営費交付金とは文部科

学省から国立大学運営のために一定額配分される使途自

由な補助金であり、私立大学等経常費補助金は私立大学

等を設置する学校法人に対して、同様に文部科学省が交

付する補助金である。一方競争的資金は、公募審査を経

て交付されるものであり、研究者間の競争を促し、研究

振興を目的とするものである。アメリカをはじめとする

先進諸国ではこの競争的資金が重要視されており、科学

技術研究の原動力となっている。加えて前者の補助金は

大学運営全般をカバーするものであり、競争的資金と異

なり研究そのものに多くを割くことを目的としていない。

日本において、文部科学省の科学研究費補助金は、政府

全体の競争的資金の 5 割以上を占めており、日本最大規

模の研究助成制度である。科研費は独創的・先駆的な研

究に対する助成を行うものであり、基礎から応用、開発

に至る様々な研究の基盤となっている。近年運営費交付

金が削減される一方で、科研費は 2011 年度予算では大幅

に増額され、科研費への依存度はますます高まっている

といえる。 

しかし、日本の競争的資金はアメリカ等その他の国と

比べると非常に少額であり、さらに世界の主要国の特許

出願件数の推移を見ると、日本は 2006 年まで 1 位であっ

たが、それ以降は減少してきている。一方でアメリカや

中国などの特許出願件数は上昇の一途をたどっている。

このままでは日本の産業を支える科学技術力が徐々に下

落していくのを、手をこまねいて眺めるしかない。そう

ならないために、限られた研究資金で世界に通用するよ

うな成果を出せるよう、特許に繋がる可能性の高い研究

に科研費をより多く配分していくべきだと考える。 

そこで本稿では、ナノ・マイクロ科学、生物分子科学、

ゲノム科学などの理系の先端研究において特許取得に繋

がる要因を明らかにする。 

なお、本稿の構成は以下の通りである。第 1 章では、

特許や研究に関する現状について説明し、問題意識を述

べる。第 2 章では、本稿の先行研究を紹介し、オリジナ

リティを提示する。第 3 章では、分析で用いるプロビッ

ト・モデルの理論について説明を行う。第 4 章では、本

稿で用いた分析の枠組みを記述し、複合新領域の先端研

究分野における研究成果要因を分析し、その分析結果か

ら第 5 章で研究進捗評価の見直し、研究者人材ネットワ

ークの拡充についての提言を行う。 

 

Ⅱ 現状 

 

１ 研究開発から生まれる特許 

 

2011 年夏、京都大学の山中伸弥教授の iPS 細胞に関す

る特許がアメリカやヨーロッパを始めとして世界中で成

立した。また、Microsoft 社の持つ Android 端末における

特許料が数億ドル規模になることは大きなニュースにな

っている。近年、マスメディアで特許に関わるニュース

が多く取り上げられている（表 1）。 

知的財産権とは、発明、考案、植物の新品種、意匠、

著作物その他の人間の創造的活動により生み出されるも

の、商標、商号その他事業活動に用いられる商品又は役

務を表示するもの及び営業秘密その他の事業活動に有用

な技術上又は営業上の情報をいう2。知的財産権のうち、

特許権、実用新案権、意匠権及び商標権の 4 つを産業財

産権という。産業財産権制度は、新しい技術、新しいデ

ザイン、ネーミングなどについて独占権を与え、模倣防

止のために保護し、研究開発へのインセンティブを付与

し取引上の信用を維持することによって、産業の発展を
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図ること目的にしている。その中でも山中教授の iPS 細

胞やMicrosoft社のAndroid端末の特許料などの例のよう

に最近話題になることが多い特許とは、発明の保護及び

利用を図ることにより、発明を奨励し、産業の発達に寄

与することを目的とするものである3。つまり、発明者に

は一定期間、一定の条件のもとに特許権という独占的な

権利を与えて発明の保護を図る。その一方で、その発明

を公開して利用を図ることにより新しい技術を人類共通

の財産としていくことを定めて、これにより技術の進歩

を促進し、産業の発達に寄与しようというものである。

したがって、研究開発によって生まれた特許などの知的

財産は、産業との結びつきが強く大きな富を産み得る。

政府と学術機関が一体となって知的財産権取得に向けた

努力をし、結果的に成立した特許を有効に使う、つまり

社会に還元することによって産業の発展につながるもの

であるといえる。 

しかし、世界の主要国の特許出願件数の推移を見ると、

日本は 2006 年まで 1 位であったが、2007 年以降は減少

してきている。一方で、アメリカや中国などの特許出願

件数は上昇の一途をたどっている（図 2）。現在の状況が

続けば、いずれ日本の特許出願件数は中国など他の新興

国に追い抜かれるだろう。 

 

２ 科学研究費補助金 

 

現在、研究者の多くは財政的支援として国からの研究

資金助成を受けている。研究費を資金配分の観点からみ

ると、研究者に一律定額配分される基盤的経費と公募審

査を経て交付される競争的研究資金とに大別される。後

者の競争的研究資金は、研究者間の競争促進によって研

究振興を図ることが含意されており、各国で科学技術振

興政策の重要な手段と位置づけられている。特に基礎研

究で優位に立つアメリカでは、科学技術研究の原動力と

なっている。競争的研究資金制度は、まず資金配分主体

による提案公募が行われ、専門家を含めた評価や審査を

経て課題の採択の決定が行われる。日本の競争的研究資

金は 1995 年の科学技術基本計画策定以降、大幅に拡充さ

れている。基盤的経費と競争的・重点的資源配分の比率

としては、2009 年度では基盤的経費が 71％、競争的・重
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点的資源配分が 29％であり、依然前者には及ばないもの

の、後者の占める割合は年々高くなっている。 

競争的研究資金制度のなかでも文部科学省の科研費は、

政府全体の競争的資金の 5 割以上を占める日本最大規模

の研究助成制度である。近年、予算は増加傾向にあり、

2011 年度予算では大幅に増加され 2633 億円になってい

る（図 3）。この科研費とは、人文・社会科学から自然科

学まで助成対象はすべての分野にわたり、基礎から応用

までのあらゆる学術研究を格段に発展させることを目的

とする競争的資金であり、ピア・レビュー4による審査を

経て、独創的・先駆的な研究に対する助成を行うもので

ある。 

 

（１）科研費の研究種目・採択件数 

 科研費は、研究の段階や規模に応じて、応募・審査を

しやすくするため研究種目が設定されている。研究種目

には、特別推進研究、特定領域研究、新学術領域研究、

基盤研究、挑戦的萌芽研究、若手研究、研究活動スター

ト支援、特別研究促進費、奨励研究、研究成果公開促進

費、特定奨励費、特別研究員奨励費、学術創成研究費が

ある。科研費の中核となる研究種目は基盤研究で、研究

機関や研究費総額によって、S・A・B・C の 4 つに区分

されている。基盤研究(S)は一人又は比較的少人数の研究

者が行う独創的・先駆的な研究であり、期間は原則 5 年、

1つの課題につき 5000万円以上 2億円程度までとなって

いる。また基盤研究(A)、(B)、(C)は、一人又は複数の研

究者が共同で行う独創的・先駆的な研究で期間は 3～5

年で、応募総額によって A・B・C に区分される。応募

する研究者は、自らの研究計画の内容や規模に応じて研

究種目を選ぶ。 

 科研費の応募件数と採択件数は増え続けている。新規

採択率は 1995 年度には 20％台後半であったが、ここ十

数年は 20％台前半でほぼ横ばいとなっている（図 4）。 

 

（２）科研費の審査方法 

 科研費では、年度当初から研究を開始できるよう、ほ

とんどの研究種目において、前年 9 月に公募を行い、11

月に研究計画調書を受け付け、二段階の審査により採否

を決定する。第一段審査は書面審査で、第二段審査は合
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議審査となる。また、特に大型の研究種目である特別推

進研究と基盤研究（S）については、ヒアリング審査も

実施されている。第一段審査の書面審査においては、1

つの応募研究課題について、専門分野別の複数の審査委

員が個別に書面審査を実施する。第一段審査の基準に基

づき、担当する研究計画調書について審査し、その結果

を Web 上の審査システムに入力する。そして日本学術振

興会の事務局はすべての審査結果を集計し、第二段審査

会のための資料を作成する。第二段審査の合議審査にお

いては、専門分野ごとに設ける小委員会に、第一段審査

委員とは別の 12～28 人程度の第二段審査委員を配置し、

各小委員会で、第一段審査結果を基にして、幅広い立場

から検討・意見交換を行いながら合議審査を実施し、採

択すべき課題について決定する。専門分野は、人文学、

社会科学、数物系科学、化学、工学系科学、生物系科学、

農学、医歯薬学、総合・複合新5領域に分けられている。

これらの審査委員の選考は、審査委員候補者データベー

スに基づいて行われている。このデータベースには、科

研費の研究代表者や学会から情報提供のあった者などが

登録され、年々登録者数を増やしている。学術システム

研究センターでは、データベースに登録されている研究

者の専門分野、これまでの論文や受賞歴などに基づき、

専門分野ごとに候補者案を作成している。審査事務は独

立行政法人日本学術振興会(JSPS)が行う。日本学術振興

会は、科研費の審査や調査を行う組織として、科学研究

費委員会を設けている。なお、科研費の審査応報・基準

は、文部科学省・日本学術振興会の科研費ホームページ

で全て公開されている。 

特別推進研究や新学術領域研究における審査結果は、応

募課題又は応募領域ごとに審査結果の所見をとりまとめ

て開示している。基盤研究等においては、1999 年度から

希望する不採択者に対して第一段審査の書面審査の結果

の開示も始まった。当初の開示内容は、不採択となった

課題の中でのおよその順位を、A・B・C の 3 ランクで表

示する程度で、はがきにより通知していたが、その後は

評定要素の平均点や研究種目や審査区分としての適切性、
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の促進に関する法律。大学や国の試験研究機関等における技術

に関する研究成果の効率的な技術移転を促進することにより、

新たな事業分野の開拓、産業技術の向上、大学等の研究活動の

活性化を図り、我が国の産業構造の転換の円滑化、国民経済の

健全な発展、学術の進展に寄与することを目的としている。 

応募研究経費の妥当性を開示するなど改善してきた。

2010 年度からは、開示内容を大幅に充実し、新たに審査

委員が不十分であると評価した具体的な項目について開

示するとともに、各細目の採択課題の評定要素ごとの平

均点なども開示している。また、資金は物品の購入や謝

金、旅費、研究補助者の賃金にも使用できるが、施設や

一般備品の購入、他の予算との混用は禁止されている。 

 

（３）複合新領域 

科研費の分野の中でも、複合新領域は 10 年程前に出来

た新しい分野である。他の分野と比較すると化学、工学

に次いで特許取得割合が高い（図 5）。複合新領域とは 2

つ以上の分野にまたがる複合的な研究分野であり、学際

的・横断的な研究が多く行われている。複合新領域は、

環境学、ナノ・マイクロ科学、社会・安全システム科学、

ゲノム科学、生物分子科学、資源保全学、地域研究、ジ

ェンダーの 8 分野に分けられる。その中でも、ナノ・マ

イクロ科学、生物分子科学、ゲノム科学は、特許取得割

合が高い（図 6）。 

また、文部科学省の科学技術白書(2009)や科学技術・学

術審議会の「第 3 期科学技術基本計画に盛り込まれるべ

き学術研究の推進方策について」(2005)などにおいて、

日本の研究開発における国際競争力をさらに強化し持続

的な発展を遂げるための一つの方策として、学際・融合

領域研究の推進が掲げられている。したがって、複合新

領域は今後ますます重要性が高まっていくと同時に特許

取得数の増加も期待されている。 

 

（４）海外の競争的資金 

 海外での競争的資金制度の例として、アメリカには

NSF（全米科学財団）や NIH（国立衛生研究所）などに

より助成される研究費制度があり、この 2 機関だけでも

2 兆円を超える研究費の配分が行われている。科研費と

同様に、これらの機関の予算額はともに近年増加傾向に

ある。しかし、2010 年度の予算額は、科研費が対前年度

1.5％増であるのに対し、NSF では対前年度 7.4％増、NIH

では対前年度 2.8％増となっている（図 7）。このことか

ら、競争的資金額の面においてアメリカと日本との格差

は広がっていることが分かる。 

 



 

３ 問題意識 

 

これまで述べたように、日本の特許出願件数は 2007

年以降減少しており、さらに日本の競争的研究資金はア

メリカと比べると非常に少額である。しかし、日本の国

家予算には限りがあるため、科研費のための予算を増加

させることは容易ではない。よって研究者は現在の科研

費で、社会で評価されるような研究を行っていかねばな

らない。 

科研費の支援を受けた研究を基礎として、特定の政策

目的をもつ応用研究が行われたり、具体的な製品開発に

結びつける研究が展開されたりしている。つまり、科研

費は基礎から応用、開発に至る様々な研究の基盤となっ

ているといえる。したがって、限られた研究資金の中で

成果を出すために、より効率的な研究方法を模索してい

く必要がある。 

 我々は研究分野において、今後重要性が増していくと

予想される複合新領域の中で、特許取得割合の高いナ

ノ・マイクロ科学やゲノム科学、生物分子科学に注目し

た。また、研究の成果は一概に特許の取得の可否で表せ

るものではないが、特許は産業の発展に影響を与えるも

のであり研究の成果を表す一つの指標と考えることがで

きる。研究の成果を表す指標としては論文の被引用数な

どがよく用いられてきたが、我々は特許取得状況が対象

分野の研究成果を最も客観的に表していると考えた。 

 以上より、特許取得数の増加が今後の日本の産業の活

性化につながるのではないかと考え、複合新領域分野の

研究における特許取得に影響を与える要因を分析し、特

許につながる研究とはどのようなものかを明らかにして

いく。 

 

Ⅲ 先行研究と本稿の位置づけ 

 

１ 先行研究 

 

科学研究支援などの科学技術政策においても、大学研

究に投じた資源に対する効果を測ることは重要である。

その効果を測る指標としてこれまで主に特許や論文が着

目されてきた。特許は技術分野における研究開発の成果

の指標として、また論文は技術分野以外にも基礎研究の

成果を示す指標として用いることができるからである。

このような特許や論文を創出する場としての大学を対象

に、その研究活動の生産性が分析されてきた。 

 産学連携の観点からは、元橋(2003)が特許や論文を指

標として産学連携が企業や大学の研究開発活動に与える

影響を考察している。この研究では、産学連携の決定要

因、企業の研究開発や生産活動における生産性への影響

を定量的に分析し、産業連携は企業の研究開発や生産活

動に対する生産性に対して正の影響を持つことを実証し

た。 

 また、特許は大学の研究成果が社会に還元される過程

においてイノベーションの創出や新たな技術分野の開拓

に利用されるとともに、特許の中で引用される論文を調

査することで技術分野と基礎研究の関連性を測ることも

できる。玉田(2005)は、日本では特許化された技術と科

学の関係の解明が遅れているという問題意識から日本の

特許データを分析し、技術分野ごとに技術が科学から受

ける影響に違いがあることを示している。 

 

２ 本稿の位置づけ 

 

上記のように、特許や論文を指標として用いた研究に

よって大学や企業の研究活動や科学と技術の関連性が分

析されてきた。特に大学の場合は TLO 法 5の制定や国立

大学法人化に伴い、大学自らが競争的資金を獲得し研究

成果を社会に還元することが求められるようになり、大

学の研究活動を分析することは科学研究支援上も有用で

あると考えられる。 

 そこで本稿は、研究成果を社会に還元できるという観

点から産業に強い影響力を持つ特許を大学の研究成果と

捉えた。加えて、岡室(2004)は企業間の事業連携が経営

成果に及ぼす影響を分析している。共同研究開発は企業

の利益率と特許取得数に対して正の影響を及ぼすという

結果を踏まえ、本稿では大学研究においても特に異分野

間の共同研究に着目し、特許取得に関して与える影響を

考察する。データに関しては、多くの研究成果分析に用

いられていた RIETI産学連携実態調査や企業活動基本調

査ではなく、大学研究の成果を包括的に網羅した科学研



 

究費補助金データベースを利用する。このデータベース

は近年整備されたため、科学研究費補助金データベース

を用いた研究は我々の知る限り存在しない。 

 以上を踏まえて、本稿では科学研究費補助金データベ

ースを用いて複合新領域分野の研究における特許数に影

響を与える要因を探り、より実用的で産業の発展につな

がるような研究を生み出す科学研究費補助金のあり方に

ついての政策提言を行うことを目的とする。 

 

Ⅳ 理論 

 

本稿では、特許取得確率がどのような要因に影響を受け

ているかを分析するために、プロビット・モデルを用い

た。本章では、プロビット・モデルについて説明を行う。

なお、説明にあたっては松浦、マッケンジー(2009)を参

考にした。 

 

１ 潜在変数モデルの考え方 

 

次の指示関数(index function)を考える。 

 

       (1) 

 

ここで、 とする。ここで、

はある特定の値をとる非確率変数とする。 

 2 値的選択モデルではモデルの期待値が 0 から 1 の範

囲に収まるような次の(2)、(3)式の条件をみたすような関

数 が必要である。 

 

        (2) 

(3) 

 

 ここで はある分布の累積分布関数 (cumulative 

distribution function cdf)、 を と同じ分布の確率密度

関数(probability density function, pdf)とする。z はスカラー

である。ここで、潜在変数モデル(latent variable model)を

考える。データからは、 という潜在変数を観測する

ことができないが を観測できる。 

  (4) 

 

 誤差項 は と無相関の連続確率変数で、

、 とし、その分布は対称だとす

る。そうすると、 

 

                (5) 

となる。これから 
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を得ることができる。分布が対称であれば、 

 

   (7)

 

 

である。(4)式と(7)式を併せると 
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として表現できる。 なので、

が成立する。 

 

(9) 

 

を証明できる。 

 (2)、(3)式をみたす代表的な連続対称分布として正規分

布がある。(6)式を正規分布を用いて表すと、次の(10)、

(11)式を得る。これがプロビット・モデル(probit model)

といわれるものである。 

 

    (10) 

 

 ここで は標準累積正規分布、 は標準正規密

度関数とする。 

 

   (11) 

 

である。(4)式では の正または負の符号だけを観察で

き、すべての係数と誤差項 の分散を完全に識別するこ

とはできない。識別のためにプロビット・モデルでは誤

差項 の分散を 1 に基準化することが一般的である。 

 (2)、(3)式をみたす連続対称分布として、ロジット分布

(logistic distribution)もある6。 

 

２ プロビット・モデルの推計 

 

（１）最尤法による推計 

(4)式と(10)式のプロビット・モデルの同時確率の尤度関

数は 

                                                           
6 ロジット分布を使うとロジット・モデル(logit model)を得る。 

   (12) 

 

 

である。表記の簡単化のために 

   

とする。 

 

 右辺の式はプロビット・モデルなので、誤差項 e の分

散を 1(σ=1)に基準化している。計算の簡単化のために対

数尤度関数を考える。 

 

(13) 

 

(13)式を b について 1 階の微分をし、ゼロと置くと、 

 

(14) 

 

となる。ここで  がプロビット・モデルの最尤推定量で

ある。2 階の微分は 

 

(15) 

 

に よ る 。 は と に 依 存 す る が

 なので  の共分散は 
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  (16) 

で与えられる。 

 プロビット・モデルやロジット・モデルの推計では、

ある説明変数が の符号を完全に、あるいはほとんど

すべての場合について予測する場合がある (perfect 

classifier problem, perfect predictor)。この場合、対数尤度

計算のための反復が行われないので、モデルの推計にお

いてはそのような変数を避ける必要がある。 

 

（２）プロビット・モデルの解釈と限界効果 

 の推計において、期待値は 

 

で与えられるので説明変数 の係数 の符号は、説明

変数の効果の向きを表す。すなわち が正であるとき、

が増加すれば も増加するので、 も増加

する。逆に が負であるときは、 が増加すれば

も減少するので、 も減少する。ただしその効果

の程度は からは直接得られない。 を変化させたと

きに がどのように変化するかを計測する限界効

果(marginal effect, partial effect)は、 が微分可能な連続

変数であれば 

 

              (17)    

で求められる。 なので、限界効果の

符号と の符号は必ず一致するが、限界効果の絶対値は

の絶対値よりも小さい。(17)式よりその値はすべての

説明変数の値とすべての係数に依存することがわかる。

 (・)がゼロに近い場合、限界効果の絶対値は小さく、

 (・)が最大値に近い場合には大きいこともわかる。 

 

Ⅳ 分析 

 

１ データ 

 

分析には、科学研究費補助金データベースを用いた。

科学研究費補助金データベースとは、文部科学省及び日

本学術振興会が配分する科学研究費補助金により行われ

た研究の当初採択時のデータ（採択課題）、研究成果の概

要（研究実績報告、研究成果概要）、研究成果報告書及び

自己評価報告書を収録したデータベースである。全ての

学問領域にわたって幅広く網羅されているため、日本に

おける全分野の最新の研究情報について検索することが

できる。 

 分析を行うにあたって、研究成果に影響を与える要因

の構成を考える。ここでの研究成果とは、特許の取得を

指すものとする。これは、研究をおこなう意義として、

その研究が実生活に影響を及ぼすことが重要であると

我々は考えた。その点において産業の発展を目的とした

特許が研究成果を測る指標として最も適切であったため

である。我々は研究に必要な要素として、人・金・時間

に注目して、研究成果に影響を与える要因を「構成要因」、

「経済的要因」、「時間要因」の 3 つに分類した。「構成要

因」とは、研究チームの人数やメンバーの所属・専門と

いった、研究者の属性に関する要因である。「経済的要因」

とは、研究に対してどれほどの資金が割り当てられてい

るか示す要因である。科学研究費補助金の割当額がこれ

に当てはまる。「時間要因」とは、研究に費やされた時間

のことである。以上の 3 つの要因を中心として、研究成

果に影響を与える要因を分析する。 

 

２ 変数 

 

本稿では、科学研究費補助金データベースより、複合

新領域の中で特許取得率の高い研究分野である 3 分野の
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2003 年度から 2007 年度までのデータを用いて分析を行

った。複合新領域の 3 分野は特許取得数が多いナノ・マ

イクロ科学、生物分子科学、ゲノム科学であり、それら

のうち研究種目が基盤研究(S)、(A)、(B)、(C)であるもの

を分析の対象とした。なぜなら、先にも述べたように基

盤研究は独創的・先駆的なものが多く、科研費の採択種

目の中でも重要視されていると考えられるからである。 

 

 本稿の目的は、科研費を配分されて行われる研究の成

果に与える要因分析である。そのため、被説明変数は研

究の成果を表す指標となる。そこで我々は、科研費デー

タベースにおける各研究の特許取得に注目し、被説明変

数として特許を取得しているか否かというダミー変数を

用いた。なお特許を取得している研究については「1」、

特許を取得していない研究については、「0」を与えるも

のとした。研究成果を表す指標としては、論文被引用数

が用いられることが多い。しかし今回の研究では、実生

活に影響を与えるような学際的研究に注目し、研究の社

会の発展・進歩に繋がる学際的研究としての成果を最も

如実に表すのが産業と直接結びついている特許であるの

ではないかと考えたため、特許取得ダミーを変数として

用いた。 

 

構成要因には、「所属の多様性」、「分野の多様性」、「研

究構成人数」、「代表者所属機関」を用いる。「所属の多様

性」は、研究メンバーの大学・研究所等の所属がどの程

度多様性を持っているかを表す指標である。所属が多様

であればあるほど、その機関に応じた考え方、傾向が多

様となり、様々な面から研究をとらえることができるよ

うになるため、研究成果を残しやすくなるのではないか、

と考えこの指標を用いた。このデータには、ハーフィン

ダール・ハーシュマンインデックス（以後 HHI 指数7）

を用いた。本稿では、個々の研究者の所属機関を、その

大学、研究所ごとに分類し、HHI 指数を適用した。研究

者の所属に関しては、科研費データベースに掲載されて

                                                           
7 HHI 指数とは、本来、ある商品の市場独占具合を調べる指標と

して用いられるものである。その計算方法は、各シェアの 2 乗

和である。例えば、A社が 50％、B 社が 30％、C 社が 20％を

占める市場であるとすれば、HHI 指数は、0.52 + 0.32 + 0.22 =0.37

となる。HHI指数は、その数値が 1 に近いほど、寡占度が高い

といえる。 

いる所属機関を用いた8。 

 「分野の多様性」については、共同研究における各研

究者の専門分野の多様性を、HHI 指数を用いて表した。

近年になって注目され始めた複合新領域の分野における

研究では、多様な専門をもつ研究者が共同で研究を行う

ことにより、様々な立場からの多様な議論を行うことが

できるようになる。その結果、これまでのように偏った

専門分野の研究者のみで構成される研究に比べてよい研

究成果が得られるのではないかと考えたため、この指標

を用いた。研究者の専門分野の分類については、科研費

データベースにおける分類に準ずるものとした。9複数の

専門分野を持つ研究者も見られたが、最も専門性の高い

分野が一番先頭に書かれているので、その分野を研究者

の専門分野として分類した。 

 「研究構成人数」については、1 つの研究に関わって

いる研究者の数を科研費データベースの各研究のページ

に記されている、「代表者」および「研究分担者」の欄か

ら数え、それを用いた。 

 ｢代表者所属機関｣については、各研究がその代表者を

中心として行われるため、代表者の属性が研究成果に大

きく影響すると考え、これに注目した。その中でも所属

している機関は、設備や資金の面で大きな影響を与える

と考えたため、変数として用いた。各研究の代表者が所

属する機関を、「国公立大学（旧帝国大学）」、「その他国

公立大学」、「私立大学」、「その他」に分類し、代表者が、

その機関に所属するものであれば「1」、それ以外は「0」

とするダミー変数を用いた。 

 

＜経済的要因＞ 

「経済的要因」として、本稿にオリジナルの要素である

「科研費配分額」を用いた。科研費は研究設備への投資

や文献の購入といった、研究をする上で欠かせない費用

を補助する資金であり、その金額は研究成果に影響を及

ぼすと考えられる。このデータは、科研費データベース

に掲載されている数値を用いた。 

 

 

                                                           
8 所属機関は、科研費データベースの各研究題目の研究メンバー

の説明欄に記述されているものとした。 
9 科学研究費補助金データベースにおける研究分野の分類は P.31

の参考資料を参照 



 

＜時間要因＞ 

「時間要因」として、その研究が科研費を受け取り始め

た年から、終了するまでの年数を用いた。このデータに

関しては、科研費データベースに掲載されている情報か

ら、研究年数を計算し、求めた。 

 

３ 実証分析 

 

上記の変数を用いてプロビット・モデルを用いた分析

を行う。分析対象は上記のとおり、科研費データベース

に掲載されている、2003～2007 年度における複合新領域

3 分野（ナノ・マイクロ科学、生物分子科学、ゲノム科

学）の研究のうち、種目が基盤研究(S)、(A)、(B)、(C)

であるものとした。サンプル数は 400 である。 

 

（１）モデルの選択 

本稿では、特許取得率に影響を与える要因を検出する

ためにプロビット・モデルを用いた分析を用いた。プロ

ビット分析とは、1934 年、ブリス（Chester Ittner Bliss、

1899-1979）により提案された分析手法であり、重回帰分

析において被説明変数をダミー変数に置き換えて各説明

変数の影響を調べる場合に用いられる手法である。類似

した分析手法にロジット分析があるが、こちらが、ロジ

スティック関数を用いるのに対して、 プロビット分析は

正規累積関数を用いるという点で異なる。 

 

（２）分析モデル 
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iY  =特許取得ダミー 

 

時間要因  … ix1 研究継続年数 

経済的要因… ix2 科研費配分額  

構成要因  … ix3 研究人数 

      ix4 研究者所属の多様性   

ix5 研究者専門分野の多様性 

ix6 代表者の所属ダミー1（旧帝国大学） 

        ix7 代表者の所属ダミー2（私立大学）             

       ix8 代表者の所属ダミー3（その他） 

 :定数項        

i :誤差項 

 

（４）推定結果 

 

推定結果から、「研究継続年数」、「科研費配分額」、「研

究者の多様性」、「代表者の所属 1（旧帝国大学）」、「代表

者の所属 3（その他）」のパラメータ値が正に有意、「研

究者専門分野の多様性」のパラメータ値が負に有意とな

った。 

 長い期間、研究を継続して行うことによって、より深

く研究を進めることができ、短期間では困難であるよう

な高度な研究を行うことができるため、長期間にわたる

研究は特許を生みやすいと推察される。科研費の配分額

が大きいと資金面での制約を受けにくく、より質の良い

研究材料などを用いて研究を行うことが可能であるため、

科研費配分額の多い研究は特許に繋がりやすいと考えら

れる。研究者が同じ機関に所属していると、共同研究者

間での情報共有が比較的行いやすくスムーズに研究を進

められる。したがって、研究者が同じ機関に所属してい

る研究は特許が生まれる可能性が高い。また、時間的・

予算的な要素を考慮しても、研究者の専門分野が多様で

あることは特許の取得に影響を与えている。このことは、

同一の分野の研究者のみで行う研究よりも広い視野で研

究を捉えることができるためであると考えられる。 

 

Ⅵ 政策提言 

 

分析の結果から我々は、長期間にわたる研究、多様な

分野の研究者が集まる研究では特許取得確率が高くなる

点に注目し、 

(1)全研究種目への研究進捗評価の実施 

(2)研究者人材ネットワーク拡充 



 

以上 2 つの提言を行う。 

 

１ 全研究種目への研究進捗評価の実施 

 

分析の結果から、長期間にわたる研究により多くの特

許が生まれやすいことが分かった。このことから我々は、

研究者が長期にわたる研究を行いやすくするために、全

研究において次期の科研費申請に活かす形での研究進捗

評価の実施を提言する。 

 現在、科研費は応募、審査を経て採択されると、一部

の研究種目では研究の進捗や成果に対して評価が行われ

ている。特別推進研究、基盤研究(S)、若手研究(S)、学術

創成研究費といった種目は、研究期間の最終年度の前年

度（研究期間が 3 年の場合は最終年度）に書面またはヒ

アリングにより「研究進捗評価」が実施されており、評

価は A+、A、B、C の 4 段階の相対評価10で下される。

また、期間終了後の研究課題の社会や学問への貢献度を

評価する「研究進捗評価（検証）」が研究最終年度の翌年

度に実施される。こちらは「研究進捗評価どおりの成果

が達成された」「研究進捗評価結果と著しく異なる研究成

果であった」「本年度採択課題が継続・発展させた課題の

ため検証対象外とした」の 3 段階で評価するものである。

なお、「国際的に高い評価を得ている研究であって、格段

に優れた研究成果をもたらす可能性のある研究11」とさ

れている特別推進研究については、一定期間経過後にそ

の研究成果から生み出された効果・効用や波及効果を検

証する必要性がある。そこで研究進捗評価（検証）より

さらに後に行われる「追跡評価」が 2008 年度より試行さ

れている12。特定領域研究および新学術領域研究では、

設定期間に応じて定めた時期に中間評価、設定期間終了

後に事後評価が行われており、評価の流れや方法は前述

の「研究進捗評価」とほぼ同じである。この評価結果は

日本学術振興会や文部科学省が公表しており、評価内容

は信頼性が高いものとされているが、その評価結果を十

                                                           
10 A+は「当初目標を超える研究の進展があり、期待以上の成果

が見込まれる」、Aは「当初目標に向けて順調に研究が進展し

ており、期待どおりの成果が見込まれる」、B は「当初目標に

対して研究が遅れており、今後一層の努力が必要である」、C

は「当初目標より研究が遅れ、研究成果が見込まれないため、

研究経費の減額又は研究の中止が妥当である」という評価であ

る。 
11 日本学術振興会ホームページより 
12 文部科学省ホームページより 

分に活かし切れていないという批判もなされている13。 

 以上に挙げた種目以外の研究課題では同様の評価は行

われていない。しかし、文部科学省が公表している 2011

年度の科研費配分状況一覧（表 11）を参照すると、全体

の課題数の 26870 件中評価が行われていない研究種目の

課題数が 25351 件と、実に 9 割以上を占めており、また

評価未実施の研究種目への配分額が科研費全体に占める

割合はおよそ 82.6%であった。さらに、2011 年度の新規

採択課題のみの科研費の種目別配分総額を参照すると評

価未実施の基盤研究(B)が 144 億 8890 万円と、評価を実

施している特別推進研究の 13 億 5220 万円、基盤研究(S)

の 33 億 8230 万円、新学術領域研究の 75 億 3665 万円を

大きく上回っている。また評価を行っていない基盤研究

(A)が 74 億 7800万円、若手研究(A)が 38億 5930万円と、

それぞれ新学術領域研究、基盤研究(S)とほぼ同じ割合を

占めている14。研究成果に対して評価が行われている研

究種目は、他の種目と比較して 1 課題あたりの平均額が

大きく、研究課題の実施に相応の重要性と社会的責任が

伴う研究であるが、実際にはこれらの種目と同程度の資

金投入を評価未実施の研究種目にも行っている。科研費

の財源が国民の負担している税金であることを考えると、

これらの研究の成果にも一定の評価が必要である。 

現状では前述の通り、研究課題に対する評価は全体に

ほとんど行き渡っていないといえる。そこで、研究成果

への評価が行われていない種目にも、特別推進研究など

と同様の「研究進捗評価」「研究進捗評価（検証）」を、

ランダム・サンプリングを行い実施することとする。す

なわち、評価の対象となる研究課題を無作為で抽出し評

価を行うということである。そして、B または C の評価

が与えられた研究課題については、場合によっては科研

費の支給を停止する措置をとり、かつ次期科研費申請の

際にもその結果を考慮して審査を行うこととする。 

 この政策の利点は、全研究課題を評価対象とすると必

要経費が非常に高額となってしまうが、一部課題をラン

ダムで選出することにより、それを抑制することができ

る点である。さらに罰則を設けることで評価が行われて

いない種目の研究すべてに対して一定の質を保証するこ

                                                           
13 日本学術振興会学術システム研究センター調査研究報告書「新

しい科学研究費補助金制度を目指して」13 頁 
14 2011 年度は若手研究（S）と学術創成研究費は新規で採択され

なかった。 



 

とができるという点もある。どの種目でも科研費の支給

停止措置の可能性を含めた評価が行われることで、長期

にわたる研究で進捗が思わしくないものや費用の使途に

問題のあるものが淘汰され、よりよい研究となるようそ

れぞれの研究者が努力を払うようになる。その結果、質

の高い研究のみが長期間実施されるようになり、特許取

得数の増加にさらにつながると期待される。 

 「学術研究は研究者のライフワークであるため、数年

おきの短期間で評価すると学術研究の委縮を招く」とい

う意見もある。しかし、長期的な構想に基づく学術研究

であっても短期間の目標の設定は必要であり、また評価

は科研費の申請時に応募書類に記載された研究の目標が

達成できたか否かという点で判断するため、必ずしも委

縮を招くものとはいえない。むしろ、研究者のライフワ

ークともなる長期的な研究だからこそ研究に客観的な評

価を行うことや、長期にわたる科研費取得の機会を与え

研究者を支援することが重要であり、研究意欲の委縮以

上に研究者・社会双方の利益につながるものだと我々は

考える。 

 以上のように考え、我々は全種目において研究進捗評

価を、ランダム・サンプリングによって行い、その結果

を当期・次期の科研費審査の際の判断材料とする政策を

提言する。 

 

２ 研究者人材ネットワークの拡充 

 

さらに、分析結果より、研究者の専門分野が多様なほ

ど研究成果が特許につながりやすいという結論を得た。

しかし、領域横断的な学際研究はまだまだ十分に行われ

ているわけではない。先端研究に必要な施設環境が整っ

ていないことや、そもそも分野を超えたネットワークを

持っていないからである。 

例えば文部科学省は科学技術の共通基盤の充実、強化

と目し、以下のように宣言している。「我が国及び世界が

直面する様々な課題への対応に向けて、科学技術に関す

る研究開発を効果的、効率的に推進していくためには、

複数の領域に横断的に用いられる科学技術の研究開発を

推進する必要がある。また、広範かつ多様な研究開発に

活用される共通的、基盤的な施設や設備について、より

一層の充実、強化を図っていくことが重要である。」そこ

で重点的に行われているのが、以下の 2 点である。 

ⅰ）領域横断的な科学技術の強化 

先端計測及び解析技術等の発展につながるナノテクノロ

ジーや光・量子科学技術、シミュレーションやｅ－サイ

エンス等の高度情報通信技術、数理科学、システム科学

技術など、複数領域に横断的に活用することが可能な科

学技術や融合領域の科学技術に関する研究開発を推進す

る。 

ⅱ）共通的、基盤的な施設及び設備の高度化 

科学技術に関する広範な研究開発領域や、産学官の多様

な研究機関に用いられる共通的、基盤的な施設及び設備

に関して、その有効利用、活用を促進するとともに、こ

れらに係る技術の高度化を促進するための研究開発を推

進する。 

これに加え、科研費パンフレット 2011 において「新た

な研究領域の開拓」「若手研究者のチャレンジ機会の拡大」

等、国からは環境面、予算面で学際研究基盤を作る方向

性を示されてはいるが、実際の手段をサポートするシス

テムは依然として発展途上である。 

独立行政法人科学技術振興機構(JST)が立ち上げた

「ReaD&Researchmap」はその実際の手段をサポートする、

分野を超えた人材ネットワークシステムの一例である。

これは 2011 年 10 月 30 日付で JST が情報・システム研

究機構 国立情報学研究所(NII)と連携し、公開したもの

である。 

これまで JST は「ReaD」（研究開発支援総合ディレク

トリ）を提供してきた。国内最大の研究者情報（約 21

万件）を収録し、「共同研究相手を探す」、「先行技術調査」、

「委員等の人選」など、研究開発支援を中心としてさま

ざまな用途での利用があり、産学連携、技術移転、選考・

評価、統計・調査などに貢献してきた。ReaD は研究者

情報の収集・蓄積に注力し、大学などの研究機関の協力

を得ながら国内最大の研究者情報を保有していたが、こ

の情報は主に第三者（企業や研究者）が活用することが

多かった。情報のさらなる有効活用として、登録する研

究者による情報発信・情報共有の機能の強化が課題であ

った。 

また、NII は研究者の新たな研究基盤として、研究者

や研究コミュニティを支援する「Researchmap」を研究開

発してきた。履歴書、申請書などの簡易作成ツール、研



 

究ブログ発信機能、研究者同士がスケジュール・資料を

共有できる研究コミュニティ機能など、一方通行の情報

提供ではなく、お互いが情報を共有・活用し、研究者自

身のための情報発信やコミュニケーションを支援できる

新世代研究基盤を目標としてきた。情報を登録している

研究者が、自ら情報を活用し研究活動の範囲を広げ、新

規学術領域の開拓にも寄与してきた。今後は、登録研究

者数をさらに拡大し、より多くの研究者に活用を促す段

階になっている。 

この度公開する ReaD&Researchmap は、ReaD と

Researchmap のそれぞれの役割を互いに補完しあうもの

で、それぞれの長所を融合させることで、データベース

としてではなく、学術研究を促進させる新世代研究基盤

としての利用が期待される。将来的には他のシステムと

も連携し機能の拡充を図るものでもある。 

この ReaD&Researchmap を活用することによる更なる

学際研究の推進が期待されており、現時点で登録人数は

21 万人である。しかし登録者数は多いものの、始動した

ばかりであり、共同研究を推進し有益な意見交換が行え

る場になるためには多少の時間が必要だと考えられる。

そこで我々は、その早期拡充を提案し、それが研究者の

新世代研究基盤として機能することを目指す。そのため

の手段として、我々は科研費の採択種目の 1 つに

「ReaD&Researchmap での人脈を活用した複合新領域研

究」を設けることを提言する。これは、ReaD&Researchmap

を通した研究が可能であり、また有益であることを実際

に示そうという意図である。この政策が機能することで、

ReaD&Researchmap の早期拡充が期待できる。その結果、

分野を超えた研究者による研究が増加し、ひいては特許

所得数の増加にもつながると期待される。 

以上のように考え、我々は科研費の採択種目の 1 つに

「ReaD&Researchmap での人脈を活用した複合新領域研

究」を設けることを提言する。 

 

Ⅶ おわりに 

 

 研究開発のひとつの成果である特許は、人々により快

適な生活をもたらすものとして重宝され、時に数億円規

模の市場を生み出してきた。依然として日本の技術力は

世界的に高く評価されているものの特許の出願件数は低

下してきている。世界各国との熾烈な研究開発競争で生

き残るためには、世界に通用する科学技術を開発する可

能性のある研究を支援する体制が必要不可欠である。 

 そこで我々は、日本最大規模の研究助成制度である科

研費に着目した。科研費制度がほぼ毎年改善されている

ことや、近年科研費への依存度が高まっている傾向にあ

ることなどから、国としても科研費制度を科学技術政策

上重要視していることが推察された。本稿では、特許取

得に影響を与える要因を探ることで、より研究開発に寄

与する科研費制度のありかたを検討した。特に分析にお

いて科研費データベースを用いたことや、研究成果を測

る指標としてもっとも一般に使われていた論文の被引用

数ではなく特許取得可否を採用したことは、特許と科研

費制度の実態を知るという点で効果的な研究であったと

考える。実際に、封号新領域など特許が多く生み出され

る研究分野について、長期にわたる研究、多様な分野の

研究者が集まる研究が特許をより多く生み出すという結

果を分析によって示すことができた。 

 一方で、本稿には課題も残されている。分析の目的は

特許取得状況に影響を与える要因を明らかにすることだ

が、 

分析対象は研究分野が複合新領域のナノ・マイクロ科学、

ゲノム科学、生物分子化学のみ、研究種目が基盤研究(S)、

(A)、(B)、(C)のみに留まっているため、分析した研究分

野・種目以外での特許取得に影響を与える要因について

言及することができなかった。また、当初は論文の被引

用数など特許以外の研究成果も分析の対象としていたが、

データの制約や分野ごとの研究環境。研究手法の相違が

大きかったため断念した。今後データの整備が進み、各

分野の実情に合わせた特許以外の研究成果についても分

析が多様に行われることを期待する。 

 最後に、本研究が日本の科学技術政策の一助となれば

望外の喜びである。 
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図表 

表 1 特許に関するニュース 

高性能 TFT の特許ライセンスを 

Samsung に供与 

 

2011 年 7 月、東工大の教授、細野秀雄氏らが発明した

IGZO（イグゾー）薄膜トランジスタ（TFT）と呼ばれ

る高性能TFTの特許をSamsung Electronicsへライ

センス供与すると発表した。 

Android 端末の販売増が 

Microsoft 社の収益源に 

 

米 Microsoftは 2010年 4月に台湾HTCと特許ライセ

ンス契約を提携したほか、2011 年 6 月から 7 月にかけ

て米 General Dynamics Itronix、米 Velocity Micro、

オンキヨー、台湾 Wistron と立て続けに 4 社と契約を

結んだ。また同年 9 月には、米 Google の「Android」

を搭載した端末に関して台湾 Acer および米

ViewSonic とそれぞれ特許ライセンス契約を結んだ。

Microsoft は特許料を受け取ることになる。 

iPS 細胞で欧州特許取得 

 

山中伸弥 京大 iPS細胞研究所所長の iPS 細胞に関す

る特許が、2011 年 7 月に欧州で成立し、同年 8 月には

アメリカで成立した。京都大学はすでに日本や欧州、

ロシア、南アフリカ、シンガポール、ニュージーラン

ド、イスラエルでも iPS 細胞関連の特許を得ている。 

中国における高速鉄道の特許問題 中国の高速鉄道は日本やドイツから技術供与を受けて

開発されてきたが、高速鉄道に関する技術を独自開発

したとして、日米欧など 5 か国で特許申請に着手し、

技術輸出契約に抵触する可能性がある。 

 

（『データから見る日本の教育 2004』より） 

図 2 特許出願件数の推移 

 

（世界知的所有権機関ホームページより作成） 

 



 

図 3 科研費予算の推移 

 

（文部科学省ホームページより作成） 

 

図 4 科研費の応募・採択件数と採択率 

 

（日本学術振興会ホームページより作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

図 5 分野別特許取得割合 

 

（科研費データベースより作成） 

 

図 6 複合新領域の分科別特許取得割合 

 

（科研費データベースより作成） 

 

 

 



 

図 7 NSF・NIH・科研費の予算の推移 

 

（日本学術振興会ホームページより作成） 

 

図 8 被説明変数の分布 

 

 

表 9 基本統計量 

変数 平均値 標準偏差 最小値 最大値 

特許（産業財産権） 0.71 1.634 0 14 

研究継続年数 2.8 0.697 1 5 

科研費配分額 21071.3 20475.62 1810 114010 

研究人数 2.945 1.666 1 14 

研究者所属の多様性 0.846 0.230 0.222 1 

研究者専門分野の多様性 0.599 0.271 0.167 1 

代表者の所属 1(旧 7 帝国大学) 0.448 0.498 0 1 

代表者の所属 2(私立) 0.168 0.393 0 1 

研究者の所属 3（その他） 0.163 0.369 0 1 



 

表 10 分析結果 

変数 限界効果  標準誤差 

研究継続年数 0.107 *** 0.039 

科研費配分額 2.82E-06 ** 1.35E-06 

研究人数 0.128  0.170 

研究者所属の多様性 0.151 * 0.104 

研究者専門分野の多様性 －0.223 ** 0.101 

代表者の所属１（旧 7 帝国大学） 0.108 * 0.060 

代表者の所属２（私立） 0.093  0.069 

代表者の所属３（その他） 0.218 ** 0.087 

サンプル数 400  

対数尤度 －212.477  

LR カイ二乗検定量 47.51 *** 

疑似決定係数 0.101  

*** 有意水準 1%で有意、** 5%で有意、＊ 10%で有意  

 

 

 

 

 

 

 

表 11 科研費配分状況一覧（2011 年度 新規採択分） 

 

（文部科学省ホームページより） 

 

 

 

 

 

 

応募（件） 採択（件） 採択率（％） 平均(千円） 最高（千円）
科学研究費 95475 26870 28.1 71724950 2669 146300
特別推進研究 106 15 14.2 1352200 90147 146300
特定領域研究 177 80 45.2 239600 2995 3300
新学術領域研究 5908 1334 22.6 7536650 5650 129100
基盤研究（Ｓ） 513 90 17.5 3382300 37581 87300
基盤研究（Ａ） 2180 565 25.9 7478000 13235 32900
基盤研究（Ｂ） 10127 2592 25.6 14688900 5667 14300
基盤研究（Ｃ） 32177 9620 29.9 15564500 1618 4200
挑戦的萌芽研究 12734 3809 29.9 5916100 1553 3400
若手研究（Ａ） 1907 459 24.1 3859300 8408 21700
若手研究（Ｂ） 22688 6787 29.9 10396800 1532 3400
研究活動スタート支援 3220 819 25.4 960600 1173 1500
奨励研究 3738 700 18.7 350000 500 900

1課題あたりの配分額研究課題数
研究種目 配分額（千円）



 

表 5 科研費の支援を受け画期的な成果を生んだ研究 

垂直磁気記録方式の開発 

 

岩崎 俊一 東北工業大学

理事長・東北大学名誉教授 

光磁気効果等を用いた磁気

記録作用の解明 

・垂直磁気記録方式による小

型大容量の HDD の実用化 

・HDD の年間生産台数は 6

億台以上、世界市場で約 3.5

兆円（2010 年推計値） 

ポリアセチレンフィルムの

半導体としての応用に関す

る研究 

 

白川 秀樹 筑波大学名誉

教授 

ポリアセチレンの薄膜化を

もとに導電性ポリマーを発

見・開発 

・2000 年ノーベル化学賞を受

賞 

・携帯電話やパソコンなどの

コンデンサーやボタン型電

池、EL 発光表示装置など身

近な電気製品で実用化 

キラル触媒による不斉水素

化反応の研究 

 

野依 良治 理化学研究所

理事長 

有機金属触媒で鏡像体の作

り分けに成功 

・2001 年ノーベル化学賞、同

年ウルフ賞を受賞 

・副作用のない薬品の製造な

どに広く応用 

・世界のメントールの約 4 分

の 1 を生産 

インフルエンザ制圧のため

の基礎的研究 

 

喜田 宏 北海道大学教授 

抗体がウイルスの感染性を

中和する新規メカニズムを

発見 

・鳥インフルエンザの感染拡

大を防止 

・家畜衛生、公衆衛生、予防

医学に大きく貢献 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


